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入 札 説 明 書 

 

 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「当機構」という。）本社の「新建

設予算管理システムの開発業務」に係る入札公告に基づく一般競争入札（総合評価方式）に

ついては、関係規程等に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。 

 

 

１  公 告 日  令和４年６月 30日 

 

２ 契約担当役等  独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

契約担当役   副理事長 寺田 吉道 

神奈川県横浜市中区本町 ６-50-１（横浜アイランドタワー） 

 

３ 競争入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量   新建設予算管理システムの開発業務 一式 

          （電子入札対象案件） 

(2) 調達案件の仕様等 仕様書のとおり。 

(3) 履行期間   令和４年９月１日から令和７年３月10日 

(4) 履行場所   仕様書による 

(5) 本件は、資料の提出及び入札等を電子入札システムにより実施する対象案件である。

ただし、以下の点に留意すること。 

ア 当初より、電子入札システムにより難い者は、契約担当役の承諾を得た場合に限

り紙入札に変更することができる。この申請の受付窓口及び受付期間は次のとお

りである。 

(ｱ) 受付窓口 〒231-8315 

神奈川県横浜市中区本町６-50-1（横浜アイランドタワー） 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

本社 経理資金部 会計課 

電 話 045-222-9049 

ＦＡＸ 045-222-9047 

電子メールアドレス kaikei.hns@jrtt.go.jp 

(ｲ) 受付期間 公告日から令和４年７月 29 日までの休日（行政機関の休日に

関する法律（昭和 63年法律第 91号）第 1条第 1項に規定する

行政機関の休日をいう。以下同じ。）を除く毎日、10 時から 16

時（12時から 13時の間を除く。）までの間。 

(ｳ) 提出方法 紙入札方式参加承諾願を郵送、信書便（民間業者による信書の

送達に関する法律（平成 14年法律第 99 号）第２条第２項に規

定する信書便をいう。以下同じ。）、持参、電子メール又は FAX

（郵送の場合は書留郵便、信書便の場合は書留郵便と同等のも
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のに限る。電子メール及び FAXによる場合は、押印を省略する

場合に限り認めるものとし、提出後は、着信確認のため、提出

先に電話により確認すること。以下「郵送等」という。）により

提出すること。 

なお、押印を省略する場合は、「本件責任者及び担当者」の氏

名及び連絡先を記載すること。 

イ 電子入札システムによる手続に入った後に、紙入札への途中変更は認めないも

のとするが、応札者側にやむを得ない事情があり、全体入札手続に影響がないと契

約担当役が認めた場合に限り、例外的に認めるものとする。 

ウ 以下、本説明書において、紙入札による場合の記述部分は、全て上記の契約担当

役の承諾を前提として行われるものである。 

(6) 本件は、ＷＴＯの政府調達に関する協定、経済上の連携に関する日本国と欧州連合と

の間の協定及び包括的な経済上の連携に関する日本国とグレートブリテン及び北ア

イルランド連合王国との間の協定の適用対象である。 

(7) 本件は、技術提案書（以下「提案書」という。）及び入札書を提出し、価格以外の要

素と価格を総合的に評価して落札者を決定する総合評価方式で実施するものである。 

(8) 入札方法 

入札金額は、総価を記載すること。 

なお、落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の 10

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数が生じたときは、その端数

金額を切捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契

約希望金額の 110分の 100に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

４ 競争参加資格 

次に掲げる条件をすべて満たす者とする。 

(1) 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構契約事務規程（平成15年10月機構規程

第78号）第４条又は第５条の規定に該当しない者であること。 

(2) 令和04・05・06年度全省庁統一資格において、「役務の提供等」（等級及び地域は問わ

ない。）の競争参加資格を有している者であること。 

なお、全省庁統一資格により入札参加申込をする者で当機構の電子入札に初めて

参加する場合のみ、開札までに当機構の定めた業者番号の通知を受けること。ただし、

入札参加申込書の提出期限までに業者番号の通知を受けていない場合、本件におい

ては電子入札システムの利用ができない。 

(3) 入札参加申込書の提出期限の日から開札の時までの期間において、「関東甲信地区」

において、当機構理事長から独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の工事等

請負契約に係る指名停止等措置要綱（平成15年10月機構規程第83号。以下「指名停止

等措置要綱」という。）に基づく指名停止、又は国の各省各庁から指名停止を受けて

いないこと。 
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(4) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとして、

当機構公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

(5) 令和３年７月に発注した「建設予算管理システム仕様書作成等業務」を受注した事業

者又は別途発注予定の「新建設予算管理システムに係るプロジェクトマネジメント

業務」を受注する事業者及びこれらの事業者の「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）第８条に規定する親会社及び子会社、

同一の親会社を持つ会社並びに委託先事業者等の緊密な利害関係を有する事業者に

ついては、当該公告の「新建設予算管理システムの開発業務」に係る入札への参加資

格はないものとする。 

(6) 業務執行体制に関する要件 

次のア～ウに掲げる事項をすべて満たしていること。 

(ア)品質マネジメントシステムの規格である「JIS Q 9001」若しくは「ISO9001」（登

録活動範囲が情報処理に関するものであること。）の認定を、業務を遂行する組

織が有している 

(イ)情報セキュリティの実施基準である「JIS Q 27001」、「ISO/IEC27001」又は「ISMS」

の認証を有している 

(ウ)一般財団法人日本情報経済社会推進協会のプライバシーマーク制度の認定を受

けている 

(7) 業務実績に関する要件 

同種業務を実施した実績を有すること。 

※同種業務とは、平成24年度以降に元請として完了した以下のア及びイを同一件名で

満たす業務をいう（以下同じ）。なお、業務実績として示す業務の実施体制には、本業

務の配置予定責任者又は配置予定技術者が一名以上含まれていること。 

(ア)予算管理システム又は財務会計システムの開発業務 

(イ)複数の情報処理システムとシステム間連携を行う情報処理システムの開発業務 

(8) 配置予定技術者等に関する要件 

次の(ア)～(キ)に示す責任者を配置すること。なお、いずれの責任者においても、経

験として申請する業務は、平成24年度以降に元請として完了した業務であること。 

(ア)統括責任者：次の①及び②を１名で満たすこと。なお、統括責任者は本業務に

おける他責任者との兼任はしないこと。 

① 次の項目のうち１つ以上に該当すること。 

1. 独立行政法人情報処理推進機構が実施する情報処理技術者試験のうち

「プロジェクトマネージャ試験」の合格者 

2. Project Management Instituteが認定する「プロジェクトマネジメント

プロフェッショナル（PMP）」を有すること 

3. CompTIAが認定する「CompTIA Project+」を有すること 

4. 「ITスキル標準V3 2011」（平成24年３月26日 独立行政法人 情報処理推

進機構）における「プロジェクトマネジメント」のいずれかの専門分野で

達成度指標及びスキル熟達度ともにレベル４以上に相当する知識・経験
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を有すること 

② 次の項目のすべてに該当すること。 

1. 情報処理システムの開発業務に関するプロジェクト管理業務のチームリ

ーダーとして５年以上の業務経験を有すること（複数件の業務の合算年

数でも可とするが、従事期間が重複している場合にはいずれか１つの業

務の経験年数とし、重複して合算しないこと） 

※チームリーダーとは、当該業務において、複数担当者のリーダーとして

担当者への作業指示、作業レビュー、管理を行う役割を指す（以下同じ） 

2. 同種業務において、統括責任者として従事した業務経験を有すること 

(イ)業務管理責任者：次の①及び②を１名で満たすこと。なお、業務管理責任者は

本業務に専任とし、本業務における他責任者との兼任はしないこと。 

① 次の項目のうち１つ以上に該当すること。 

1. 独立行政法人情報処理推進機構が実施する情報処理技術者試験のうち

「プロジェクトマネージャ試験」の合格者 

2. Project Management Instituteが認定する「プロジェクトマネジメント

プロフェッショナル（PMP）」を有すること 

3. CompTIAが認定する「CompTIA Project+」を有すること 

4. 「ITスキル標準V3 2011」（平成24年３月26日 独立行政法人 情報処理推

進機構）における「プロジェクトマネジメント」のいずれかの専門分野で

達成度指標及びスキル熟達度ともにレベル４以上に相当する知識・経験

を有すること 

② 次に該当すること。 

同種業務の設計、開発及び移行作業に係るプロジェクト管理業務のチー

ムリーダーとして３年以上の業務経験を有すること（複数件の業務の合

算年数でも可とするが、従事期間が重複している場合にはいずれか一つ

の業務の経験年数とし、重複して合算しないこと） 

(ウ)アプリケーション設計・構築責任者：次の①及び②を１名で満たすこと。なお、

アプリケーション設計・構築責任者は本業務における他責任者との兼任はしな

いこと。 

① 次の項目のうち１つ以上に該当すること。 

1. 独立行政法人情報処理推進機構が実施する情報処理技術者試験のうち

「応用情報技術者試験」の合格者 

2. 「ITスキル標準V3 2011」（平成24年３月26日 独立行政法人 情報処理推

進機構）における「アプリケーションスペシャリスト」のいずれかの専門

分野で達成度指標及びスキル熟達度ともにレベル３以上に相当する知

識・経験を有すること 

② 次に該当すること。 

同種業務の設計、開発及び移行作業に係るチームリーダーとして３年以

上の業務経験を有すること（複数件の業務の合算年数でも可とするが、従
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事期間が重複している場合にはいずれか１つの業務の経験年数とし、重

複して合算しないこと） 

(エ)インフラ設計・構築責任者：次の①及び②を１名で満たすこと。なお、インフ

ラ設計・構築責任者は本業務における他責任者との兼任はしないこと。 

① 次の項目のうち１つ以上に該当すること。 

1. 独立行政法人情報処理推進機構が実施する情報処理技術者試験のうち

「応用情報技術者試験」の合格者 

2. 「ITスキル標準V3 2011」（平成24年３月26日 独立行政法人 情報処理推

進機構）における「アプリケーションスペシャリスト」のいずれかの専門

分野で達成度指標及びスキル熟達度ともにレベル３以上に相当する知

識・経験を有すること 

② 次に該当すること。 

ユーザ数1,000名以上のシステム開発業務において、インフラ設計、開発

及び移行作業に係るチームリーダーとして３年以上の業務経験を有する

こと（複数件の業務の合算年数でも可とするが、従事期間が重複している

場合にはいずれか１つの業務の経験年数とし、重複して合算しないこと） 

(オ)運用・保守責任者：次の①を満たすこと。 

① 次に該当すること。 

情報処理システムの運用・保守業務に係るチームリーダーとして３年以

上の業務経験を有すること（複数件の業務の合算年数でも可とするが、従

事期間が重複している場合にはいずれか１つの業務の経験年数とし、重

複して合算しないこと） 

(カ)情報セキュリティ管理責任者 

(キ)品質管理責任者：品質管理は本業務における他責任者との兼任はしないこと。 

 

５ 入札手続等 

(1) 担当支社等 

３(5)ア(ｱ)に同じ。 

(2) 入札説明書及び仕様書等の交付期間、交付方法及び交付場所 

ア 交付期間 公告日から入札書受領期限まで。 

イ 交付方法 当機構ホームページからダウンロードすること。 

ウ 交付場所 アドレス https://www.jrtt.go.jp/ 

(3) 既存資料の貸与 

提案書の作成にあたり、以下の資料を貸与する。 

ア 貸与資料 現行システムのマニュアル 

イ 貸与期間 (2)アに同じ。 

ウ 貸与場所 ３(5)ア(ｱ)に同じ。 

エ 貸与方法 貸与を希望する場合は予め３(5)ア(ｱ)の担当者まで事前連絡を行う

こと。 



 

6 

(4) 入札説明会の日時及び場所 実施しない。 

(5) 入札参加申込書及び提案書の提出期限及び提出方法等  

ア  提出期限 令和４年７月 29日 16時 00分まで。 

イ 提出方法 電子入札システムにより提出すること。 

ただし、提出書類の容量が 10ＭＢを超える場合は、必要書類の一

式（電子入札システムとの分割を認めない。）を提出場所へ郵送等し、

入札参加申込書のみ電子入札システムにより送信すること。 

また、契約担当役から承諾を得て紙入札へ移行した場合は、提出場

所へ郵送等により提出すること。なお、提出書類のうち押印を要する

ものについて押印を省略する場合は、「本件責任者及び担当者」の氏

名及び連絡先を記載すること。 

ウ 提出場所 ３(5)ア(ｱ)に同じ。 

エ 提出書類 入札参加申込書（様式１－１） 

提案書（様式１－２から様式 29） 

オ 使用するアプリケーションソフト及び保存するファイル形式について 

提出書類の作成に使用するアプリケーションソフト及び保存するファイル形式

については、次のいずれかによるものとする。ただし、当該ファイルの保存時に損

なわれる機能は、作成時に利用しないこと。 

番号 使用するアプリケーションソフト 保存するファイル形式 

１ Microsoft Word Word2010形式以上 

２ Microsoft Excel Excel2010形式以上 

３ その他のアプリケーション 

PDFファイル（Acrobat9.0 形式以上
で作成したもの） 

上記に加え特別に認めたファイル

形式 

カ ファイル圧縮方法について 

ファイルを圧縮する場合は、LZH形式又は ZIP形式とし、自己解凍方式は使用し

ないものとする。 

(6) 提案書に関するヒアリングの有無、日時及び場所 

ヒアリングは実施しない。 

(7) 提案書等審査結果の通知 

提案書等審査結果については、電子入札システムにより令和４年８月 10日までに

通知する。ただし、契約担当役の承諾を得て紙入札へ移行した者には、書面又は電子

メールにより通知する。 

(8) 入札及び開札の日時、場所並びに入札書の提出方法等 

ア 入札書の受領期限  令和４年８月 25日 16 時 00分。 

イ 開札の日時及び場所 令和４年８月 26日 11 時 00分。 

当機構本社入札室にて行う。 

ウ 入札書の提出方法等 
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入札書は、電子入札システムにより提出すること。ただし、契約担当役から承諾

を得て紙入札へ移行した者は、３(5)ア(ｱ)へ持参又は郵送（書留郵便に限る。）す

ることとし、押印を省略する場合は、「本件責任者及び担当者」の氏名及び連絡先

を記載すること。ただし、電子メール及び FAXを含む電送による提出は認めない。 

(9) 入札執行回数 

入札執行回数は原則として２回を限度とする。 

(10)開札 

電子入札システムにより入札する場合は、開札時の立会いは不要。紙入札の場合は、

入札者又はその代理人は開札に立ち会うこととする。ただし、入札者又はその代理人

が立ち会わない場合においては、入札事務に関係ない職員を立ち会わせて開札を行

う。 

(11)その他 

ア 入札参加申込書の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

イ 契約担当役は、提出された入札参加申込書を、競争参加資格の確認以外に提出者

に無断で使用しない。 

ウ 提出された入札参加申込書は返却しない。 

エ 提出期限以降における入札参加申込書の差し替え及び再提出は認めない。なお、

提出期限前の再提出は、３(5)ア(ｱ)に記載の受付窓口に申し出ること。 

 

６ 提案書の作成及び提出 

(1) 提案書作成の基本事項 

本説明書において記載された事項以外の内容を含む提案書については、提案を無

効とする場合があるので注意すること。なお、提案書には、必要以上に事業者名等を

記載しないこと。 

また、提案内容は、専門知識を有しない者でも理解ができるような分かりやすい表

現とするよう配慮すること。 

(2) 提案書の作成方法 

提案書は様式１-２から様式 29 とし、様式１－２から様式 21 及び様式 23 から様

式 29はＡ４判、様式 23別紙及び様式 26はＡ３判とし、ともに横書き、左綴じとす

る。 

なお、文字サイズは 10ポイント以上とする。 

(3) 提案書の内容に関する留意事項 

提案内容（項目） 記載の留意事項 

業
務
執
行
体
制
・

業
務
実
績 

会社の取得認証 ・記載様式は様式２とする。 

・会社の取得認証が確認できる証明書等の該当部分の写

しを添付すること。 
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提案内容（項目） 記載の留意事項 

会社の業務実績 ・過去に受注し完了した「同種業務」等の実績について

記載すること。 

※同種業務とは、平成24年度以降に元請として完了した

以下のア及びイを同一件名で満たす業務をいう（以下同

じ）。 

(ア)予算管理システム又は財務会計システムの開発業務 

(イ)複数の情報処理システムとシステム間連携を行う情

報処理システムの開発業務 

・記載様式は様式３及び様式４とする。 

・記載する実績は、様式３において最大 1件、様式４に

おいて最大４件とする。 

・同種業務の実績であることが確認できる「契約書」、

「業務計画書」、「仕様書」、「業務報告書」、「体制図」等

の該当部分の写しを添付すること。 

・なお、業務実績として示す業務の実施体制には、本業

務の配置予定責任者又は配置予定技術者が一名以上含ま

れていること。 

配
置
予
定
責
任
者
等
の
保
有
資
格
・
業
務
経
験 

統括責任者の保

有資格 

・配置予定統括責任者の資格について記載すること。 

・記載様式は様式５とする。 

・該当する資格証等の写しを添付すること。 

・「ITスキル標準 V3 2011」に係る知識・経験を有すること

を示す場合、知識・経験を示す証跡（当該業務経験を確認

できる「契約書」、「業務計画書」、「仕様書」、「業務報告書」、

「体制図」等）の写しを添付すること。 

統括責任者の業

務経験 

・配置予定統括責任者が過去に従事した「同種業務」等

の経験について記載すること。 

・記載様式は様式６及び様式７とする。 

・記載する経験は、様式７において最大５件とする。 

・該当の業務について「契約書」、「業務計画書」、「仕様

書」、「業務報告書」、「体制図」等の該当部分の写しを添

付し業務が完了したこと及び従事した事を証明するこ

と。 

・業務経験１件につきＡ４判１枚で記載すること。 

・様式６において、情報処理システムの開発業務に関す

るプロジェクト管理業務のチームリーダーとしての業務

経験を複数件名の合算年数で申請する場合においても、

１件につきＡ４判１枚で記載すること。 
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提案内容（項目） 記載の留意事項 

・平成 24 年度以降に元請として完了した業務であるこ

と。 

業務管理責任者

の保有資格 

・配置予定業務管理責任者の資格について記載するこ

と。 

・記載様式は様式８とする。 

・該当する資格証等の写しを添付すること。 

・「ITスキル標準 V3 2011」に係る知識・経験を有するこ

とを示す場合、知識・経験を示す証跡（当該業務経験を

確認できる「契約書」、「業務計画書」、「仕様書」、「業務

報告書」、「体制図」等）の写しを添付すること。 

業務管理責任者

の業務経験 

・配置予定業務管理責任者が過去に従事した「同種業

務」等の経験について記載すること。 

・記載様式は様式９及び様式 10とする。 

・記載する経験は、様式 10において最大４件とする。 

・該当の業務について「契約書」、「業務計画書」、「仕様

書」、「業務報告書」、「体制図」等の該当部分の写しを添

付し業務が完了したこと及び従事した事を証明するこ

と。 

・平成 24 年度以降に元請として完了した業務であるこ

と。 

アプリケーショ

ン設計・構築責

任者の保有資格 

・配置予定アプリケーション設計・構築責任者の資格に

ついて記載すること。 

・記載様式は様式 11とする。 

・該当する資格証等の写しを添付すること。 

・「ITスキル標準 V3 2011」に係る知識・経験を有するこ

とを示す場合、知識・経験を示す証跡（当該業務経験を

確認できる「契約書」、「業務計画書」、「仕様書」、「業務

報告書」、「体制図」等）の写しを添付すること。 

アプリケーショ

ン設計・構築責

任者の業務経験 

・配置予定アプリケーション設計・構築責任者が過去に

従事した「同種業務」等の経験について記載すること。 

・記載様式は様式 12及び様式 13とする。 

・記載する経験は、様式 13において最大４件とする。 

・該当の業務について「契約書」、「業務計画書」、「仕様

書」、「業務報告書」、「体制図」等の該当部分の写しを添

付し業務が完了したこと及び従事した事を証明するこ

と。 

・平成 24 年度以降に元請として完了した業務であるこ
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提案内容（項目） 記載の留意事項 

と。 

インフラ設計・

構築責任者の保

有資格 

・配置予定インフラ設計・構築責任者の資格について記

載すること。 

・記載様式は様式 14-１及び様式 14-２とする。 

・該当する資格証等の写しを添付すること。 

・「ITスキル標準 V3 2011」に係る知識・経験を有するこ

とを示す場合、知識・経験を示す証跡（当該業務経験を

確認できる「契約書」、「業務計画書」、「仕様書」、「業務

報告書」、「体制図」等）の写しを添付すること。 

・その他本業務に有用であるクラウド関連資格を有する

場合には、様式 14-１に資格名称を記載するとともに、様

式 14-２に一般的なクラウドサービスの資格と対象範囲が

合致していることを具体的に示すこと。 

インフラ設計・

構築責任者の業

務経験 

・配置予定インフラ設計・構築責任者が過去に従事した

業務の経験について記載すること。 

・記載様式は様式 15及び様式 16とする。 

・記載する経験は、様式 16において最大３件とする。 

・該当の業務について「契約書」、「業務計画書」、「仕様

書」、「業務報告書」、「体制図」等の該当部分の写しを添

付し業務が完了したこと及び従事した事を証明するこ

と。 

・平成 24 年度以降に元請として完了した業務であるこ

と。 

運用・保守責任

者の業務経験 

・配置予定運用・保守責任者が過去に従事した業務の経

験について記載すること。 

・記載様式は様式 17とする。 

・該当の業務について「契約書」、「業務計画書」、「仕様

書」、「業務報告書」、「体制図」等の該当部分の写しを添

付し業務が完了したこと及び従事した事を証明するこ

と。 

・平成 24 年度以降に元請として完了した業務であるこ

と。 

情報セキュリテ

ィ管理責任者の

保有資格 

・配置予定情報セキュリティ管理責任者の資格について

記載すること。 

・記載様式は様式 18とする。 

・該当する資格証等の写しを添付すること。 
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提案内容（項目） 記載の留意事項 

品質管理責任者

の保有資格 

・配置予定品質管理責任者の資格について記載するこ

と。 

・記載様式は様式 19とする。 

・該当する資格証等の写しを添付すること。 

ワーク・ライフ・バランス等

の推進に関する指標 

・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平

成 27年法律第 64号。以下「女性活躍推進法」という。）

に基づく認定等（えるぼし、プラチナえるぼし認定企業

等）、次世代育成支援対策推進法（平成 15年法律第 120

号。以下「次世代法」という。）に基づく認定（くるみ

ん、プラチナくるみん認定企業等）及び青少年の雇用の

促進等に関する法律（昭和 45年法律第 98号。以下「若

者雇用促進法」という。）に基づく認定（ユースエール認

定企業）の取得（外国法人にあっては認定等相当確認）

の有無について記載すること。 

・それぞれ、該当することを証明する書類（認定通知

書・一般事業主行動計画策定・変更届（都道府県労働局

の受領印付））の写しを添付すること。 

・「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する外国法人

の確認事務取扱要綱」第２条に規定する同要綱の対象と

なる外国法人については、それぞれ、該当することを証

明する書類（内閣府男女共同参画局長による認定等相当

確認通知書）の写しを添付すること。 

・記載様式は、様式 20 とする。 
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提案内容（項目） 記載の留意事項 

要件充足度 ・記載様式は様式 21及び様式 22とする。 

・様式 21 の各要件に対して「対応状況」に該当する回答を

記入すること。なお、各要件について、大分類の中に１つ

でも△が含まれる場合には「△」、１つでも×が含まれる

場合には「×」と回答すること。なお×があれば非選定（本

業務における競争参加資格なし）とする。 

 

○：要件を満たすことができる 

△：運用回避等により、当該要件が不要となる 

×：要件を満たすことができない 

・様式 21 において△と回答した要件について、具体的な

代替案又は対応不要である理由を様式 22に記載すること。

具体的な個々の要件について、以下のいずれかの事項を明

らかにすること。 

１．対応が難しい要件であるが、代替案を具体的に提示で

き、業務への影響が無いこと（なお、代替案の記載が

ない、又は×として扱う具体例に当てはまる場合、×

として扱う） 

×として扱う具体例： 

・要件への対応を努力目標とする。 

・可能な範囲で要件に対応する。 

・要件への対応は別途検討する。 

・要件への対応は別途対応とし追加費用が発生する。 

２．運用やシステムの構成によって対象外となる要件で

あること、及び対象外である旨の具体的な説明（なお、

対象外であることと理由の具体的な記載がない場合、

×として扱う）。 

機能ごとの稼働時期 ・記載様式は様式 23とする。 

・様式 23 別紙に、各機能要件について稼働開始時期を明

記すること。なお、2024 年４月までに稼働開始すると回

答する機能要件は、付随する画面要件、帳票要件、情

報・データ要件、外部インターフェース要件が必要であ

ることに留意すること。 



 

13 

提案内容（項目） 記載の留意事項 

作
業
実
施
計
画
・
実
施
体
制 

作業実施体制 ・作業実施体制を様式 24に記載すること。 

・本業務に参画する要員全員について記載すること。 

・統括責任者は、本業務における他責任者との兼任はし

ないこと。 

・業務管理責任者は本業務に専任とし、本業務における

他責任者との兼任はしないこと。 

・アプリケーション設計・構築責任者は、本業務におけ

る他責任者との兼任はしないこと。 

・インフラ設計・構築責任者は、本業務における他責任

者との兼任はしないこと。 

・品質管理責任者は本業務における他責任者との兼任は

しないこと。 

・他の企業等に当該業務の一部を再委託する場合（発注

者側の承諾を要するものに限る。）、再委託先又は協力先

及びその理由（企業の技術的特徴等）を記載するものと

する。ただし、業務の主たる部分を再委託してはならな

い。 

作業実施計画・実

施体制 

・調達仕様書に本システム構築に係る作業スケジュール

概要を示している。このスケジュール達成のための作業

実施計画及び作業実施体制に係る提案内容を様式 25に記

載すること。 

・記載する提案内容は、様式 25において提案１件につき

Ａ４判１枚とし、上限５件で記載すること。 

作業実施計画 ・工程ごとの作業工数の詳細及び工程の各小分類の工数

の妥当性を示す根拠を様式 26に記載すること。 

・様式 26 の各工程は調達仕様書の作業スケジュール概要

を元にしているが、スケジュールの①及び②を同時に実

施する場合には、①のみ工数を記載し、②は「-」を記載

すること。また、①及び②の工数の妥当性を示す根拠欄

に全て①にて実施する旨を明記すること。 

・工数の妥当性を示す根拠については、各提案者の標準

値等を用いた客観的な値等を示すとともに、その値から

増減する場合にはその理由を示すこと。 

UI・UXの工夫 ・本システムの UI・UX 向上のため、工夫する点を具体的

に提案すること。 

・記載様式は様式 27とし、提案１件につきＡ４判１枚と

し、上限５件で記載すること。 
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提案内容（項目） 記載の留意事項 

品質管理体制 ・本業務における作業及び成果物の品質管理について、

具体的に提案すること。 

・入札説明書 27ページに記載の５つの提案項目に対し、

提案数はそれぞれ１件ずつを上限とする。 

・記載様式は様式 28とし、提案項目 1件につきＡ４判 1

枚とする。 

長期の安定的な運用・保守

に向けた対策 

・本業務において、長期の安定的な運用・保守を見据え

て、実施する対策を具体的に提案すること。 

・入札説明書 28ページに記載の５つの提案項目に対し、

提案数はそれぞれ１件ずつを上限とする。 

・記載様式は様式 29とし、提案項目 1件につき、Ａ４判

1枚とする。 

(4) 作成に用いる言語等 

書類の作成に用いる言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び計量法

によるものとする。 

(5) 提出資料の無効 

提出資料について、この書面及び別添の書式に示された条件に適合しない場合は

無効とすることがある。 

なお、提案書を無効とした場合には、入札書を無効とする。 

(6) 提出期限までに到着しなかった提案書は、いかなる理由をもっても採用しない。 

(7) 提出期限後における提案書の差替え及び再提出は認めない。なお、提出期限前の再提

出は、３(5)ア(ｱ)に記載の受付窓口に申し出ること。 

(8) 採用後において、提案書の記載内容の変更は、原則として認めない。 

(9) 本件に関しては、技術者要件を設定しているので、提案書提出後の配置予定責任者等

の変更は原則として認めない。但し、死亡、病気、退職等のやむをえない理由により

変更を行う場合には、同等以上の配置予定責任者等であるとの契約担当役の了解を

得なければならない。 

(10)提案書の作成、提出に関する費用は、提案者側の負担とする。 

(11)提出された提案書は、当該提案者に無断で二次的な使用は行わない。 

(12)提出された提案書は、返却しない。 

(13)提案書に虚偽の記載を行った場合は、当該提案書を無効にするとともに、記載を行っ

た提案者に対して指名停止等措置要綱に基づく指名停止を行うことがある。 

(14)採用した提案内容については、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律

（平成13年法律第140号）に基づき、当機構が取得した文書について開示請求者から

の開示請求があった場合は、当該企業等の権利や競争上の地位等を害するおそれが

ないものについては、開示対象となる場合がある。 
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７ 総合評価に関する事項 

本件は提案書及び入札書による、価格以外の要素と価格を総合的に評価して落札者を

決定する総合評価方式を採用する。評価の方法については以下のとおりとする。 

(1) 総合評価の方法 

価格及び技術等に係る総合評価は、入札者の入札価格点に当該入札者の申込みに

係る技術等の各評価項目の得点の合計を加えて得た数値をもって行う。 

ア 総合評価点の内訳 

本件における総合評価点の内訳は、以下のとおりとする。 

総合評価点＝技術点（120点満点）＋入札価格点（60点満点） 

イ 技術点の内訳 

本件における技術点の内訳は、以下のとおりとする。 

なお、技術点の配点は 120点とする。詳細については、「（2）評価に関する基準」

を参照のこと。 

技術点＝業務執行体制・業務実績（10 点満点）＋配置予定責任者等の保有資

格・業務経験（35 点満点）＋ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標

（５点満点）＋要件充足度（０点（必須項目））＋機能ごとの稼働時期（10点満

点）＋作業実施計画・実施体制（15点満点）＋ UI・UX の工夫（20 点満点）＋

品質管理体制（10 点満点）＋長期の安定的な運用・保守に向けた対策（15点満

点） 

ウ 入札価格点の内訳 

入札価格の評価方法は、入札価格を予定価格で除して得た値を１から減じて得

た値に入札価格に対する得点配分を乗じて得た値をもってする。 

（計算式） 

入札価格点＝入札価格点の配分点 ×（１－入札価格／ 予定価格 ） 

なお、入札価格点の配分点は 60点とする。 
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(2) 評価に関する基準 

ア 提案の評価に関する基準 

各評価項目は、以下の評価基準に基づき技術点を与える。 

・ 提案書の評価項目 

評価項目 評定等の区分 評価基準 配点 

業
務
執
行
体
制
・
業
務
実
績 

会社の取

得認証 

次の認証取得状況で評価する。 

ア 品質マネジメントシステムの規

格である「JIS Q 9001」若しくは

「ISO9001」（登録活動範囲が情報処

理に関するものであること。）の認定

を、 業務を遂行する組織が有してい

る 

イ 情報セキュリティの実施基準で

ある「JIS Q 27001」、

「ISO/IEC27001」又は「ISMS」の認

証を有している 

ウ 一般財団法人日本情報経済社会

推進協会のプライバシーマーク制度

の認定を受けている 

ア～ウすべて

の認証を取得

している 

０ 

１つでも認証

を取得してい

ない 

非選定 

会社の業

務実績① 

次の要件により評価する。 

同種業務を実施した実績を有するこ

と。 

※同種業務とは、平成 24年度以降に

元請として完了した以下のア及びイ

を同一件名で満たす業務をいう（以

下同じ）。 

ア 予算管理システム又は財務会計

システムの開発業務 

イ 複数の情報処理システムとシス

テム間連携を行う情報処理システム

の開発業務 

要件を満たし

ている 

 

０ 

要件を満たし

ていない 

非選定 

会社の業

務実績② 

会社の業務実績について、有する件

数に応じて評価する。なお、業務実

績として示す業務の実施体制には、

本業務の配置予定責任者又は配置予

定技術者が一名以上含まれているこ

と。 

左記に該当す

る実績を４件

有する 

10 

左記に該当す

る実績を３件

有する 

７ 
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評価項目 評定等の区分 評価基準 配点 

＜対象とする業務実績の観点＞ 

・ユーザ数 1,000 名以上の同種業務

の実績 

左記に該当す

る実績を 2件

有する 

５ 

左記に該当す

る実績を 1件

有する 

３ 

左記に該当す

る実績を有さ

ない 

０ 

配
置
予
定
責
任
者
等
の
保
有
資
格
・
業
務
経
験 

統括責任

者の保有

資格 

次に示す資格保有状況により評価す

る。次の項目のうち１つ以上に該当

すること。 

・独立行政法人情報処理推進機構が

実施する情報処理技術者試験のうち

「プロジェクトマネージャ試験」の

合格者 

・Project Management Institute が

認定する「プロジェクトマネジメン

トプロフェッショナル（PMP）」を有

すること 

・CompTIA が認定する「CompTIA 

Project+」を有すること 

・「IT スキル標準 V3 2011」（平成 24

年３月 26日 独立行政法人 情報処

理推進機構）における「プロジェク

トマネジメント」のいずれかの専門

分野で達成度指標及びスキル熟達度

ともにレベル４以上に相当する知

識・経験を有すること 

いずれかの資

格を有してい

る 

０ 

いずれの資格

も有していな

い 

非選定 

統括責任

者の業務

経験① 

次の要件により評価する。 

・情報処理システムの開発業務に関

するプロジェクト管理業務のチーム

リーダーとして５年以上の業務経験

を有すること（複数件の業務の合算

年数でも可とするが、従事期間が重

複している場合にはいずれか１つの

業務の経験年数とし、重複して合算

すべての要件

を満たしてい

る 

０ 

１つでも要件

を満たしてい

ない 

非選定 
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評価項目 評定等の区分 評価基準 配点 

しないこと） 

※チームリーダーとは「当該業務に

おいて、複数担当者のリーダーとし

て担当者への作業指示、作業レビュ

ー、管理を行う役割」を指す（以下

同じ） 

・同種業務において、統括責任者と

して従事した業務経験を有すること 

統括責任

者の業務

経験② 

統括責任者の業務経験について、有

する件数に応じて評価する。 

＜対象とする業務経験の観点＞ 

・ユーザ数 1,000 名以上の同種業務

に統括責任者として従事した業務経

験 

左記に該当す

る業務経験を

５件有する 

５ 

左記に該当す

る業務経験を

３，４件有す

る 

３ 

左記に該当す

る業務経験を

１，２件有す

る 

２ 

左記に該当す

る業務経験を

有さない 

０ 

業務管理

責任者の

保有資格 

次に示す資格保有状況により評価す

る。次の項目のうち１つ以上に該当

すること。 

・独立行政法人情報処理推進機構が

実施する情報処理技術者試験のうち

「プロジェクトマネージャ試験」の

合格者 

・Project Management Institute が

認定する「プロジェクトマネジメン

トプロフェッショナル（PMP）」を有

すること 

・CompTIA が認定する「CompTIA 

Project+」を有すること 

・「IT スキル標準 V3 2011」（平成 24

年３月 26日 独立行政法人 情報処

いずれかの資

格を有してい

る 

０ 

いずれの資格

も有していな

い 

非選定 
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評価項目 評定等の区分 評価基準 配点 

理推進機構）における「プロジェク

トマネジメント」のいずれかの専門

分野で達成度指標及びスキル熟達度

ともにレベル４以上に相当する知

識・経験を有すること 

業務管理

責任者の

業務経験

① 

次の要件により評価する。  

・同種業務の設計、開発及び移行作

業に係るプロジェクト管理業務のチ

ームリーダーとして３年以上の業務

経験を有すること（複数件の業務の

合算年数でも可とするが、従事期間

が重複している場合にはいずれか１

つの業務の経験年数とし、重複して

合算しないこと） 

要件を満たし

ている 

０ 

要件を満たし

ていない 

非選定 

業務管理

責任者の

業務経験

② 

業務管理責任者の業務経験につい

て、有する件数に応じて評価する。 

＜対象とする業務経験の観点＞ 

ア 公的機関における予算管理シス

テム又は財務会計システムの開発業

務に業務管理責任者として従事した

業務経験 

イ 工事関連の予算管理システム又

は財務会計システムの開発業務に業

務管理責任者として従事した業務経

験 

左記に該当す

る業務経験を

それぞれ２件

有し、且つア

及びイを満た

す同一件名で

の業務経験を

有する 

12 

左記に該当す

る業務経験を

それぞれ２件

有する、また

はア及びイを

満たす同一件

名での業務経

験を有する 

10 

左記に該当す

る業務経験を

それぞれ１件

有する 

８ 

左記に該当す

る業務経験を

アまたはイの

４ 



 

20 

評価項目 評定等の区分 評価基準 配点 

いずれか一方

の業務経験を

1件有してい

る 

左記に該当す

る業務経験を

アまたはイの

いずれも有し

ていない 

０ 

アプリケ

ーション

設計・構

築責任者

の保有資

格 

次に示す資格保有状況により評価す

る。なお、次の項目のうち１つ以上

に該当すること。 

・独立行政法人情報処理推進機構が

実施する情報処理技術者試験のうち

「応用情報技術者試験」の合格者 

・「IT スキル標準 V3 2011」（平成 24

年３月 26日 独立行政法人 情報処

理推進機構）における「アプリケー

ションスペシャリスト」のいずれか

の専門分野で達成度指標及びスキル

熟達度ともにレベル３以上に相当す

る知識・経験を有すること 

いずれかの資

格を有してい

る 

０ 

いずれの資格

も有していな

い 

非選定 

アプリケ

ーション

設計・構

築責任者

の保有資

格 

次に示す資格保有状況により評価す

る。 

・独立行政法人情報処理推進機構が

実施する情報処理技術者試験のうち

「システムアーキテクト」の合格者 

・独立行政法人情報処理推進機構が

実施する情報処理技術者試験のうち

「データベーススペシャリスト」の

合格者 

いずれかの資

格を有してい

る 

１ 

いずれの資格

も有していな

い 

０ 

アプリケ

ーション

設計・構

築責任者

の業務経

験① 

次の要件により評価する。 

・同種業務の設計、開発及び移行作

業に係るチームリーダーとして３年

以上の業務経験を有すること（複数

件の業務の合算年数でも可とする

が、従事期間が重複している場合に

要件を満たし

ている 

０ 

要件を満たし

ていない 

非選定 
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評価項目 評定等の区分 評価基準 配点 

はいずれか１つの業務の経験年数と

し、重複して合算しないこと） 

アプリケ

ーション

設計・構

築責任者

の業務経

験② 

次の業務経験について、有する件数

に応じて評価する。 

＜対象とする業務経験の観点＞ 

ア 公的機関における予算管理シス

テム又は財務会計システムの開発業

務にアプリケーション設計・構築責

任者として従事した業務経験 

イ 工事関連の予算管理システム又

は財務会計システムの開発業務にア

プリケーション設計・構築責任者と

して従事した業務経験 

左記に該当す

る業務経験を

それぞれ２件

有し、且つア

及びイを満た

す同一件名で

の業務経験を

有する 

６ 

左記に該当す

る業務経験を

それぞれ２件

有する、また

はア及びイを

満たす同一件

名での業務経

験を有する 

５ 

左記に該当す

る業務経験を

それぞれ１件

有する 

４ 

左記に該当す

る業務経験を

アまたはイの

いずれか一方

の業務経験を

1件有してい

る 

２ 

左記に該当す

る業務経験を

アまたはイの

いずれも有し

ていない 

０ 

インフラ

設計・構

築責任者

次に示す資格保有状況により評価す

る。なお、次の項目のうち１つ以上

に該当すること。 

要件を満たし

ている 

０ 

要件を満たし 非選定 
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評価項目 評定等の区分 評価基準 配点 

の保有資

格 

・独立行政法人情報処理推進機構が

実施する情報処理技術者試験のうち

「応用情報技術者試験」の合格者 

・「IT スキル標準 V3 2011」（平成 24

年３月 26日 独立行政法人 情報処

理推進機構）における「アプリケー

ションスペシャリスト」のいずれか

の専門分野で達成度指標及びスキル

熟達度ともにレベル３以上に相当す

る知識・経験を有すること 

ていない 

インフラ

設計・構

築責任者

の保有資

格 

次に示す資格保有状況により評価す

る。 

・AWS 認定資格（ソリューションア

ーキテクト（アソシエイト、又はプ

ロフェッショナル）、又は AWS 認定

開発者（アソシエイト）など）を有

すること 

・Google Cloud認定資格

（Professional Cloud Architect、

Professional Cloud Developer な

ど）を有すること 

・Microsoft Azure認定試験（Azure 

Developer Associate、Microsoft 

Azure Infrastructure Solutions、

Azure Solutions Architect Expert

など）の合格者 

・その他本業務に有用であるクラウ

ド関連資格（中級以上の開発もしく

はソリューションアーキテクトに関

する資格とする。なお、様式 14-２

に一般的なクラウドサービスの資格

と対象範囲が合致していることを具

体的に示すこと。）を有すること 

該当する資格

有している 

１ 

該当する資格

有していない 

０ 

インフラ

設計・構

築責任者

の業務経

次の要件により評価する。 

・ユーザ数 1,000 名以上のシステム

開発業務において、インフラ設計、

開発及び移行作業に係るチームリー

要件を満たし

ている 

０ 

要件を満たし

ていない 

非選定 
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評価項目 評定等の区分 評価基準 配点 

験① ダーとして３年以上の業務経験を有

すること（複数件の業務の合算年数

でも可とするが、従事期間が重複し

ている場合にはいずれか１つの業務

の経験年数とし、重複して合算しな

いこと） 

インフラ

設計・構

築責任者

の業務経

験② 

インフラ設計・構築責任者の業務経

験について、有する件数に応じて評

価する。 

＜対象とする業務経験の観点＞ 

・ユーザ数 1,000 名以上のシステム

開発業務において、クラウドを活用

したインフラ設計、開発及び移行作

業に係るインフラ設計・構築責任者

として従事した業務経験 

左記に該当す

る業務経験を

３件有する 

６ 

左記に該当す

る業務経験を

２件有する 

４ 

左記に該当す

る業務経験を

２件有する 

２ 

左記に該当す

る業務経験を

有さない 

０ 

運用・保

守責任者

の業務経

験 

次の要件により評価する。 

・情報処理システムの運用・保守業

務に係るチームリーダーとして３年

以上の業務経験を有すること（複数

件の業務の合算年数でも可とする

が、従事期間が重複している場合に

はいずれか１つの業務の経験年数と

し、重複して合算しないこと） 

要件を満たし

ている 

０ 

要件を満たし

ていない 

非選定 

情報セキ

ュリティ

管理責任

者の保有

資格 

次に示す資格保有状況により評価す

る。 

・独立行政法人情報処理推進機構が

実施する情報処理技術者試験のうち

「情報処理安全確保支援士試験」の

合格者 

左記の資格を

有している 

１ 

左記の資格も

有していない 

０ 

品質管理

責任者の

保有資格 

次に示す資格保有状況により評価す

る。本業務における他責任者との兼

任はしないこと。 

・QC 検定 3級以上の合格者 

・独立行政法人情報処理推進機構が

すべての資格

を有している 

３ 

「QC 検定 3級

以上」の資格

を有している 

２ 
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評価項目 評定等の区分 評価基準 配点 

実施する情報処理技術者試験のうち

「IT サービスマネージャ試験」の合

格者 

「IT サービス

マネージャ試

験」の資格を

有している 

１ 

いずれの資格

も有していな

い 

０ 

 

評価 

項目 

認定等の区分 

（注１） 
評価基準 

配点 

ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
等
の
推
進
に
関
す
る
指
標 

女性活躍推進法に基づく

認定（えるぼし認定企

業・プラチナえるぼし認

定企業）等 

プラチナ 

えるぼし （注２） 

最
大
５
点 

（
注
1
） 

５ 

えるぼし 

３段階目 （注３） 
４ 

えるぼし 

２段階目 （注３） 
３ 

えるぼし 

１段階目 （注３） 
２ 

行動計画 （注４） 

 
１ 

次世代法に基づく認定 

（くるみん認定企業・ 

プラチナくるみん認定企

業） 

プラチナくるみん（注５） 

 
５ 

くるみん（令和４年４月１日以

降の基準）（注６） 
３ 

くるみん（平成 29 年４月１日

から令和４年３月 31 日までの

基準）（注７） 

３ 

トライくるみん（注８） 

 
３ 

くるみん（平成 29年３月 31日

までの基準）（注９） 
２ 

若者雇用促進法に基づく

認定（ユースエール認定

企業） 

ユースエール認定を取得して

いる。 ４ 

（注 1）複数の認定等に該当する場合は、最も得点が高い区分により加点を行う。（例

えば配点例５％の場合において、「プラチナえるぼし認定」の認定を受け、か

つ「プラチナくるみん」の認定を受けている企業の場合は５％分を加点する。） 

（注２）女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律

（令和元年法第 24号）による改正後の女性活躍推進法第 12条の規定に基づ
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く認定 

（注３）女性活躍推進法第９条の規定に基づく認定。なお、労働時間等の働き方に係

る基準は満たすことが必要。 

（注４）常時雇用する労働者の数が 100人以下の事業主に限る（計画期間が満了して

いない行動計画を策定・届出している場合のみ）。 

（注５）次世代法第 15条の２の規定に基づく認定 

（注６）次世代法第 13条の規定に基づく認定のうち、次世代育成支援対策推進法施

行規則の一部を改正する省令（令和３年厚生労働省令第 185号。以下「令和

３年改正省令」という。）による改正後の次世代育成支援対策推進法施行規則

（以下「新施行規則」という。）第４条第１項第１号及び第２号の規定に基づ

く認定 

（注７）次世代法第 13条の規定に基づく認定のうち、令和３年改正省令による改正

前の次世代育成支援対策推進法施行規則第４条又は令和３年改正省令附則

第２条第２項の規定に基づく認定（ただし、注９の認定を除く。） 

（注８）次世代法第 13条の規定に基づく認定のうち、新施行規則第４条第１項第３

号及び第４号の規定に基づく認定 

（注９）次世代法第 13条の規定に基づく認定のうち、次世代育成支援対策推進法施

行規則等の一部を改正する省令（平成 29 年厚生労働省令第 31号。以下「平

成 29年改正省令」という。）による改正前の次世代育成支援対策推進法施行

規則第４条又は平成 29年改正省令附則第２条第３項の規定に基づく認定 

（注 10）原則として上記認定等の全てを加点対象とする（（注１）のとおり複数の認

定等に該当する場合は、最も配点が高い区分により加点）。 

（注 11）外国法人取扱要綱に基づく内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認を受

けている外国法人については、相当する認定等に準じて加点する。 
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評価項目 評定等の区分 評価基準 配点 

要件充足度 各要件を満たすことができるか否か

により評価する。 

なお、要件を満たすことが難しい要

件について、代替案を具体的に提示

している場合、要件を満たすものと

して扱う。また、事業者の運用方法

やシステムの構成等によって対応が

不要である必須要件がある場合に

は、対応不要である旨を具体的に説

明している場合、要件を満たすもの

として扱う。 

なお、具体的な代替案又は対応不要

である理由が明記されていないもの

は要件を満たしていないものとして

扱う。 

また、対応することが明確ではない

以下の×として扱う具体例に類似す

る記載も要件を満たしていないもの

として扱う。 

（×として扱う具体例） 

・要件への対応を努力目標とする。 

・可能な範囲で要件に対応する。 

・要件への対応は別途検討する。 

・要件への対応は別途対応とし追加

費用が発生する。 

すべての要件

を満たしてい

る 

０ 

１つでも要件

を満たしてい

ない 

非選定 

機能ごとの稼働時

期 

2024 年４月に稼働が必須である機能

以外の機能について、2024年４月に

稼働することを回答した件数に応じ

て評価する。 

対象機能のう

ち、稼働可能

と回答があっ

た機能数の割

合により算出

する。 

10*稼働す

ると回答

した機能

数/対象の

全機能数 

作
業
実
施
計
画
・
実
施

体
制 

作業実施

体制 

本業務の実施体制の提案有無により

評価する。 

本業務の実施

体制が提案さ

れている 

０ 

本業務の実施

体制が提案さ

れていない 

非選定 
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評価項目 評定等の区分 評価基準 配点 

作業実施

計画・実

施体制 

調達仕様書に本システム構築に係る

作業スケジュール概要、プロジェクト

マネジメント事業者の参画も記載し

た実施体制を示している。このスケジ

ュール達成のために応札者が提案し

た作業実施計画及び作業実施体制に

係る提案内容により評価する。 

有用と判断さ

れた提案数に

より評価する 

５～０ 

作業実施

計画 

各工程の小分類について、必要な工

数の妥当性により評価する。 

工数の妥当性

を示す根拠を

踏まえ判断す

る 

10～０ 

UI・UXの工夫 UI・UX の向上に対する具体的な提案

内容により評価する。 

有用と判断さ

れた提案数に

より評価する 

20～０ 

品質管理体制 開発過程における作業工程及び成果

物の具体的な品質管理方法に係る提

案内容により評価する。なお、以下

の５つの提案項目に対し提案数はそ

れぞれ１件ずつを上限とする。 

(提案項目） 

・本業務の品質管理体制における役

割分担と責任 

・品質レビューの対象となる作業工

程及び成果物 

・品質管理手順、管理ツール 

・不適合・是正処置の手続き、再発

防止策・未然防止策の策定、継続的

改善の手続きの策定 

・その他 

有用と判断さ

れた提案数に

より評価する 

10～０ 

長期の安定的な運

用・保守に向けた

対策 

本システムは長期間使用する想定の

システムであり、長期の安定的な運

用・保守に向けて、開発を実施し、

運用・保守開始前及び運用・保守期

間中に対策を実施することが必要で

ある。その中で、以下に示す各提案

項目に関する具体的な提案内容によ

り評価する。なお、以下の５つの提

有用と判断さ

れた提案数に

より評価する 

15～０ 
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評価項目 評定等の区分 評価基準 配点 

案項目に対し提案数はそれぞれ１件

ずつを上限とする。 

 

(提案項目） 

・新建設予算管理システムの運用へ

移行するにあたっての問題発生を避

ける（スムーズに運用を開始する）

ための対策 

・長期の安定的なシステム利用に向

けた対策 

・長期間にわたって、設計書等の資

料一式を確実に管理し続け、変更管

理も正確に行い、継続的に長期間

（10 年以上）メンテナンスできるた

めの対策 

・運用・保守費用の妥当性を示すた

めの対策と運用・保守費用高騰を抑

えるための対策 

・開発仕様の明確化等によって、運

用・保守業務を開発 業務受注者に依

存させないための対策 

(3) 評価内容の担保 

総合評価において業務遂行上、有効と評価した技術等については、契約書にその内

容を記載することとし、その履行を確保するものとする。 

 

８ 入札説明書等に対する質問  

(1) この入札説明書、仕様書等に対する質問がある場合は以下により提出すること。 

ア 提出期間 公告日から令和４年７月 14 日までの休日を除く毎日、８時 30 分か

ら 20 時まで（ただし、最終日は 16時まで。）。 

持参する場合は、上記期間の休日を除く毎日、10 時から 16 時まで。 

イ 提出場所 ３(5)ア(ｱ)に同じ 

ウ 提出方法 電子入札システムにより提出すること。質問書の提出にあたっては、

質問事項入力欄に業者名（過去に受注した具体的な業務名等の記載

により、業者名が類推される場合も含む。）や担当者の連絡先等は一

切記載しないこと。このような質問があった場合には、公正な入札の

確保ができないため、その者の行った入札を原則として無効とする。  

また、質問内容を記載した書面（表紙に会社名、担当者名、電話番
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号及び電子メールアドレスを記載し、別紙に質問内容を記載するこ

と。様式は自由。）を郵送等にて提出することもできる。 

(2) (1)の質問に対する回答書は、電子入札システム又は郵送等により提出された全ての

質問について、令和４年７月20日までに設計図書を配布したダウンロードフォルダ

内に掲載するので、ダウンロードし、確認すること。  

なお、上記方法により難い者は、３(5) ア(ｱ)へ連絡すること。 

(3) 質問を受け付けない項目 

評価基準の配点、評価者数及び評価者名については、一切の質問を受け付けない。 

 

９ 競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明  

(1) ５(7)の審査結果の通知において、競争参加資格が無と通知を受けた者は、通知をし

た翌日から起算して５日（休日を除く。）以内に、次に従い説明を求めることができ

る。 

ア 提出場所 ３(5) ア(ｱ)に同じ。 

イ 提出方法 電子入札システムにより提出すること。 

ただし、紙入札による場合は書面(様式は自由)を郵送等すること

により提出するものとし、押印を省略する場合は、「本件責任者及び

担当者」の氏名及び連絡先を記載すること。 

(2) 契約担当役は、説明を求められたときは、提出期限の翌日から起算して５日以内に、

説明を求めた者に対し電子入札システムにより回答する。 

ただし、紙入札による場合は、書面又は電子メールにより回答する。 

 

１０ その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 入札保証金及び契約保証金  免除。 

(3) 関連情報を入手するための照会窓口 ３(5) ア(ｱ)に同じ。 

(4) 契約書作成の要否  別添契約書案により、契約書を作成するものとする。 

(5) 支払条件    完了払。 

(6) 苦情申立て 

本手続における競争参加資格の確認その他の苦情に関し、「政府調達に関する苦情

の処理手続」（平成７年 12月 14日付け政府調達苦情処理推進会議決定）により、政

府調達苦情検討委員会（連絡先：内閣府政府調達苦情処理対策室（政府調達苦情検討

委員会事務局）、電話 03-3581-0262（直通））に対して苦情を申し立てることができ

る。 

(7) 入札者に要求される事項 

この入札に参加を希望する者は、入札説明書で示された必要な書類を提出期限ま

でに提出場所へ入札説明書で定められた方法にて提出しなければならない。 

また、開札日の前日までの間において、契約担当役から当該書類に関し説明を求め

られた場合は、それに応じなければならない。 
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(8) 入札の無効  

入札公告等に示した要件を満たさない者の行った入札、提出書類に虚偽の記載を

した者の行った入札及び入札説明書等及び契約申込心得において示した条件に違反

した入札は無効とし、無効の入札を行った者を落札者としていた場合には落札決定

を取り消す。 

(9) 入札の辞退 

入札参加者は、入札書を提出するまではいつでも入札を辞退することができる。予

定価格の制限の範囲内の価格をもって入札をした者がいないときに再度の入札を行

う場合も同様とする。また、入札を辞退した者は、辞退を理由として、以後の指名等

において不利益を受けることはない。 

(10)競争参加資格の認定を受けていない者の参加  

４（2）に掲げる競争参加資格の認定を受けていない者も５(5)入札参加申込書を提

出することができるが、競争に参加するためには、開札の時において、当該資格の認

定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受けていなければならない。開札時において、

当該資格の確認ができない場合は、競争参加資格がなかったものとする。４(2)に掲

げる競争参加資格の認定に係る申請は、令和４年３月 31日付け号外政府調達第 59号

の官報の競争参加者の資格に関する公示の別表に掲げる申請受付窓口において随時

受け付けている。 

(11)本件入札に参加を希望する者は、契約申込心得及び仕様書等を熟読しておくこと。契

約申込心得は当機構ホームページで公開している。 

(12)手続における交渉の有無  無。 

(13)落札者の決定方法 

次の各要件に該当する者のうち、７(1)総合評価の方法によって得られた数値の最

も高い者を落札者とする。総合評価点の最も高い者が２者以上あるときは、くじによ

り落札者を決める。 

ア 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 

イ 入札説明書等で指定する要求要件のうち必須とされた項目の最低限の要求を全

て満足していること。 

(14)契約の確定は、落札者が契約書を当機構に提出し、当機構がこれを審査確認の上記名

押印したときとする。 

(15)資格審査及び技術提案等の評価にあたって、当機構の退職者がいる企業に対する配

慮及び優遇は一切行わない。 

(16)電子入札システムは、休日を除く毎日、８時30分から20時まで稼働している。 

また、稼働時間内でシステムをやむを得ず停止する場合、稼働時間を延長する場合

は、当機構ホームページで公開する。 

当機構ホームページアドレス  https://www.jrtt.go.jp/ 

(17)電子入札システムの利用方法・操作マニュアル及び電子入札運用基準は、当機構ホー

ムページで公開している。 

(18)障害発生時及び電子入札システム操作等の問合せ先 
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ア 電子入札システム操作・接続確認等の問合せ先 

電子入札総合ヘルプデスク 

電話０５７０－００７－５２２（ナビダイヤル） 

※お問合せの際は、以下の情報を必ずお知らせください。 

・お問合せされた方のお名前 

・会社名／所属名 

・連絡先の電話番号 

イ ＩＣカードの不具合発生時の問合せ先 

取得しているＩＣカードの認証機関。 

ただし、申請書類などの提出期限又は入札の締切期限が切迫しているなど緊急

を要する場合は、３(5)ア(ｱ)へ電話にて連絡すること。 

(19)参加希望者が電子入札システムで書類を送信した場合には、送信内容を必ず印刷す

ることとし、下記に示す通知書及び受付票を送信者に発行するので必ず確認を行う

こと。この確認を怠った場合には以後の入札手続に参加できなくなる等の不利益な

扱いを受ける場合がある。 

ア 提案書等受付通知書（通知書を発行した旨を副次的にメールでも知らせる。） 

イ 提案書等審査結果通知書（通知書を発行した旨を副次的にメールでも知らせる。） 

ウ 入札書受付票（受付票を発行した旨を副次的にメールでも知らせる。） 

エ 辞退届受付票（受付票を発行した旨を副次的にメールでも知らせる。） 

オ 入札締切通知書（通知書を発行した旨を副次的にメールでも知らせる。） 

カ 再入札通知書（通知書を発行した旨を副次的にメールでも知らせる。） 

キ 落札通知書（通知書を発行した旨を副次的にメールでも知らせる。） 

ク 取止め通知書（通知書を発行した旨を副次的にメールでも知らせる。） 

ケ 不調通知書（通知書を発行した旨を副次的にメールでも知らせる。） 

コ 保留通知書（通知書を発行した旨を副次的にメールでも知らせる。） 

サ 日時変更通知書（通知書を発行した旨を副次的にメールでも知らせる。）  

(20)１回目の入札が不調となった場合、再入札に移行する。 

再入札の日時については、電子入札、紙による持参、郵送が混在する場合があるた

め、契約担当役から指示する。開札時間から 30 分後には契約担当役から再入札通知

書を送信する予定であるが、開札処理に時間を要し、予定時間を超えるようであれば、

契約担当役から連絡する。 

 

１１契約に係る情報提供の協力依頼 

独立行政法人が行う契約については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」

（平成 22 年 12 月７日閣議決定）において、独立行政法人と一定の関係を有する法人と

契約をする場合には、当該法人への再就職の状況、当該法人との間の取引等の状況につい

て情報を公開するなどの取組を進めるとされているところです。 

これに基づき、以下のとおり、当機構との関係に係る情報を当機構のホームページで公

表することとしますので、所要の情報の当方への提供及び情報の公表に同意の上で、応札
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若しくは応募又は契約の締結を行っていただくよう御理解と御協力をお願いいたします。 

なお、案件への応札若しくは応募又は契約の締結をもって同意されたものとみなさせ

ていただきますので、ご了知願います。 

また、応札若しくは応募又は契約の締結を行ったにもかかわらず情報提供等の協力を

していただけない相手方については、その名称等を公表させていただくことがあり得ま

すので、ご了知願います。 

(1) 公表の対象となる契約先 

次のいずれにも該当する契約先 

ア 当機構において役員を経験した者（役員経験者）が再就職していること又は課長

相当職以上の職を経験した者（課長相当職以上経験者）が役員、顧問等として再就

職していること。 

イ 当機構との間の取引高が、総売上高又は事業収入の３分の１以上を占めている

こと。 

(2) 公表する情報 

上記に該当する契約先について、契約ごとに、物品役務等の名称及び数量（工事（設

計等の役務を含む。）の名称、場所、期間及び種別）、契約締結日、契約先の名称、契

約金額等と併せ、次に掲げる情報を公表します。 

ア 当機構の役員経験者及び課長相当職以上経験者（当機構ＯＢ）の人数、職名及び

当機構における最終職名 

イ 当機構との間の取引高 

ウ 総売上高又は事業収入に占める当機構との間の取引高の割合が、次の区分のい

ずれかに該当する旨 

３分の１以上２分の１未満、２分の１以上３分の２未満又は３分の２以上 

エ 一者応札又は一者応募である場合はその旨 

(3) 当方に提供していただく情報 

ア 契約締結日時点で在職している当機構ＯＢに係る情報（人数、現在の職名及び当

機構における最終職名等） 

イ 直近の事業年度における総売上高又は事業収入及び当機構との間の取引高 

(4) 公表日 

契約締結日の翌日から起算して原則として 72日以内（各年度の４月に締結した契

約については原則として 93日以内） 


